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その他、全世代型社会保障構築会議（全世代対応型の持続的な社会保障制度を構築する観点から、社会保障全般の総合的な

検討を行うための会議。 働き方の変化を中心に据えながら、社会保障全般にわたる改革を検討する。）、全国担当課長会議（計画

策定にあたり国から必要な調査や推計、基本指針等を自治体に対して示される会議）など。

はじめに

（１）高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画とは

①高齢者保健福祉計画

高齢者の健康と福祉の増進を図るため、老人福祉法第20条の８の規定に基づき策定する老人福祉計画を、介護保険法第117条の

規定に基づき、介護保険事業計画と一体的に策定する計画。

②介護保険事業計画

介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を図るため、介護保険法第117条の規定に基づき、策定する計画。国が定める基本指

針を踏まえた策定が必要となる。

（２）高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画の策定において動向を踏まえる必要がある国の会議

〇社会保障審議会 介護保険部会

介護保険制度の施行状況を踏まえ、介護保険制度に関する課題及びその対応策等について議論するために社会保障審議会に設置

された専門部会）。

⇒令和９年度からの第10期高齢者保健福祉計画には、「認知症施策推進計画」と「成年後見制度利用促進計画」も位置付け、

一体的に策定することを予定している。



基本的考え方

出典：社会保障審議会介護保険部会（第135回）

・2040年にかけて地域のサービス需要が変化していく中で、第10期介護保険事業（支援）計画から、都道府県が積極的に

関与しながら、2040年等の中長期の介護サービス見込量を見据えて策定していくことが更に重要。

・その際、「中山間・人口減少地域対応」「医療・介護連携」「高齢者向け住まい」「人材確保、生産性向上・経営改善支援」

等について、第９期までの取組を前提に、第10期計画における位置付けを明確化した上で、必要な取組を進めることが必

要。

厚生労働省老健局から「第10期介護保険事業（支援）計画の基本方針（大臣告知）のポイント（案）」として、以下の

内容が示された。

第10期介護保険事業（支援）計画に係る動向（基本方針のポイント）



見直しのポイント（案）

出典：社会保障審議会介護保険部会（第135回）

１．介護サービス基盤の計画的な整備

① 介護保険事業（支援）計画の策定

・ 中長期的な地域の人口動態や介護ニーズの見込み等を適切に捉えて、都道府県と市町村が2040年度を見据えた中長期的な推計を実施

し、共通の課題認識を持った上で、地域の関係者を含めてサービス提供体制の在り方を検討。

・ 計画策定における都道府県の関与や医療・介護連携の強化等のため、計画の策定過程における議論のプロセスを整理。

・ 計画策定に当たって都道府県・市町村や関係者が確認すべき指標や状況の提示等により、地域の現状把握・分析や計画策定を支援。

第10期介護保険事業（支援）計画に係る動向（基本方針のポイント）

②地域の実情に応じたサービス提供体制の構築

・ 地域の類型（中山間・人口減少地域、大都市部、一般市等）を念頭に置いた計画策定。中山間・人口減少地域においては、関係者の意

見を聞きながら、必要な対応（人材確保や生産性向上等の施策、新たな類型を含む特例介護サービスの活用等）について議論。

・ 医療との連携状況や有料老人ホーム等の高齢者向け住まいの入居の状況等を踏まえたサービス提供体制の構築。



見直しのポイント（案）

出典：社会保障審議会介護保険部会（第135回）

２．地域包括ケアシステムの深化

① 総合事業の多様なサービス・活動の充実に向け、多様な主体とのつながりづくり等の更なる支援や質の向上を図るための

分析・評価等を推進。

② 頼れる身寄りがいない高齢者等の生活ニーズを地域課題として解決するため、関係者を含めて地域全体で対応を協議し、

切れ目のない支援が提供される地域づくりを推進。

③ 認知症基本法及び認知症施策推進基本計画を踏まえた取組の推進。

第10期介護保険事業（支援）計画に係る動向（基本方針のポイント）

３．介護人材確保と職場環境改善に向けた生産性向上、経営改善支援等

① 都道府県が主体となって介護人材確保に関するプラットフォームを構築するとともに、生産性向上等の取組の促進を図る

ための協議会を設置し、地域の関係者が協働して課題解決に向けた実践的な取組を推進。

② テクノロジーの更なる活用等による生産性向上や、協働化・大規模化の推進等による経営基盤の強化等を推進。



認知症施策推進計画に係る動向



認知症施策推進計画に係る動向



認知症施策推進計画に係る動向



認知症施策推進計画に係る動向



（１）成年後見制度利用促進計画とは

成年後見制度利用促進法第６条に基づく「市町村成年後見制度利用促進計画」として、位置付けている計画です。

国では、平成28年（2016年）に成年後見制度の利用の促進に関する法律が施行され、第二期成年後見制度利用促進基本

計画（令和４年度～令和８年度）において、「地域共生社会」の実現に向け、本人を中心にした支援・活動における共通基盤と

なる考え方として「権利擁護支援」を位置付けた上で、権利擁護支援の地域連携ネットワークの一層の充実など、成年後見制度利

用促進の取組をさらに進めることとしており、令和９年度からの第三期基本計画策定に向け、検討が進められています。

（２）鎌倉市の成年後見制度利用促進計画の現状

これまで本市の成年後見制度利用促進計画は、本市の地域福祉計画と一体的に策定していました。一方で、取組の進捗状況

については、地域福祉計画と高齢者保健福祉計画の両計画において確認していたことから、より具体に細やかな進行管理を効率的

に行うため、令和９年度から、高齢者保健福祉計画と一体的に策定（障害者分野は障害者福祉計画）することとしています。

高齢者保健福祉計画

障害者福祉計画
障害者分野

地域福祉計画

成年後見制度
利用促進計画

高齢者分野

成年後見制度利用促進計画

成年後見制度利用促進計画

～令和８年度 令和９年度～

成年後見制度利用促進計画に係る国の動向



成年後見制度利用促進計画に係る国の動向

（３）第三期成年後見制度利用促進基本計画に向けた国の動向

「成年後見制度・遺言制度をさらに使いやすくすること」を目指し、成年後見制度関連の改正法が令和８年６月17日に成立、

６月24日に公布されました（施行は公布から２年６か月以内）。

【成年後見制度の見直し内容】

１ 本人にとって必要な範囲・期間で制度利用を可能にすること

→後見・保佐・補助から補助制度への一元化、制度利用の

必要がなくなったと家庭裁判所が認めるときは制度利用終了

可能 など

２ 本人の自己決定のさらなる尊重を図ること

３ 報酬の予測可能性を高めること

法
改
正
の
背
景

〇 高齢化の進展、単独世帯の増加などの家族のあり方の変化によるニーズの増加・多様化

〇 障害の有無にかかわらず自己決定権を尊重するとの理念の高まり

〇 所有者不明土地問題等の社会課題解決の観点から、遺言の重要性の高まり

〇 デジタル技術の進展・普及に対応した遺言制度の必要性

４ 補助人に対するニーズに対応可能とするために死後事務に

関する補助人の権限を拡充すること

５ 家事事件手続きの見直し

６ 意思表示を受領する特別代理人の制度を新設すること

７ 任意後見制度の柔軟な利用を可能にすること

出典：成年後見制度に関する制度改正の状況について（令和８年７月13日 第21回成年後見制度利用促進専門家会議）


